
 

令和５年（202３年）５月２４日 

総合政策部 南越谷にぎわい推進室 

今後予定する主な大規模事業にかかる財政負担の見込み（概算）                                                            
 

金額は、当該事業について市が負担する１０年間の総額(公債費を含む/補助金･国県支出金等を除く)        

 2013～2022 主な事業と財政負担 2023～2032 主な事業と財政負担 
 

 

（参考） 
うち公債費 

９４億円 ３４４億円 ２８０億円 

⑴ 庁舎 １６億円 ３７億円 ３７億円  事業別総額 償還終了年 

   ･新本庁舎(外構) ２億円 ２億円 
 

５億円 2044 

 ･新本庁舎（本体・協働ｿﾞｰﾝ） ４億円 ･新本庁舎（本体・協働ｿﾞｰﾝ） ３２億円 ３２億円 
 

７９億円 2050 

 ･第三庁舎 １２億円 ･第三庁舎 ３億円 ３億円 
 

１５億円 2034 

⑵ 地区センター等 ８億円 ３０億円 １８億円  事業別総額 償還終了年 

   ･大袋地区センター １４億円 ７億円 
 

１７億円 2035 

   ･川柳地区センター ９億円 ４億円 
 

１４億円 2038 

 ･出羽地区センター ７億円 ･出羽地区センター １億円 １億円 
 

８億円 2023 

 ･大沢地区センター １億円 ･大沢地区センター ６億円 ６億円 
 

７億円 2040 

⑶ 保育所等 １０億円 ２４億円 ２４億円  事業別総額 償還終了年 

   ･緑の森公園保育所 １２億円 １２億円 
 

１８億円 2042 

   ･蒲生保育所 ４億円 ４億円 
 

８億円 2045 

 ･大袋･荻島保育所 ５億円 ･大袋･荻島保育所 ３億円 ３億円 
 

８億円 2033 

 ･大相模保育所 １億円 ･大相模保育所 ３億円 ３億円 
 

４億円 2040 

 ･児童発達支援センター ４億円 ･児童発達支援センター ２億円 ２億円 
 

８億円 2032 

⑷ 消防署 ５億円 ３３億円 ２８億円  事業別総額 償還終了年 

   ･桜井分署(現間久里分署) ９億円 ５億円 
 

１２億円 2035 

   ･共同指令センター １８億円 １７億円 
 

２４億円 2035 

 ･谷中分署 ５億円 ･谷中分署 ６億円 ６億円 
 

１１億円 2034 

⑸ 教育関連施設等 ２７億円 １８７億円 １５４億円  事業別総額 償還終了年 

   ･小中一貫校 ８２億円 ５１億円 
 

１５９億円 2051 

   ･小中学校ＬＥＤ化 １７億円 １５億円 
 

２９億円 2040 

   ･小中学校体育館空調設備 ４０億円 ４０億円 
 

５３億円 2035 

 ･小中学校空調設備 ２５億円 ･小中学校空調設備 ４５億円 ４５億円 
 

７０億円 2029 

 ･川柳小校舎増築 ２億円 ･川柳小校舎増築 ３億円 ３億円 
 

５億円 2040 

⑹ その他施設等 ２８億円 ３３億円 １９億円  事業別総額 償還終了年 

   ･スポーツセンター １６億円 ２億円 
 

３０億円 2044 

 ･保健所 １７億円 ･保健所 ２億円 ２億円 
 

２０億円 2024 

 ･保健センター ４億円 ･保健センター ９億円 ９億円 
 

１２億円 2031 

 ･老人福祉センターひのき荘 ７億円 ･老人福祉センターひのき荘 ６億円 ６億円 
 

１５億円 2035 
 

■今後１０年の公債費推移(見込み) ※一般会計(特例債を除く)          (単位:億円) 
 

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032  

確定分(R5.３月末時点) 37.5 37.0 32.5 30.4 27.7 21.5 20.0 17.8 14.3 10.7 
公債費 

10 年平均 上記新規事業分(見込) 0.0 0.9 3.0 9.5 21.8 23.7 24.5 25.2 25.4 25.5 

計 37.5 37.9 35.5 39.9 49.5 45.2 44.5 43.0 39.7 36.2 40.9 

                     ※参考：過去１０年（2013～2022）の公債費平均額＝41.6 億円 
 

◇次に係る費用は除く 
  

●市立病院(建替え) ●桜井保育所など８施設 ●小中学校(大規模改修) 

●学校給食センター ●千間台記念館ほか交流館 ●市営住宅(建替え) 

●越谷サンシティ ●道の駅 ●リユース(更新(負担金)) 

●ＧＩＧＡスクール(機器更新等)             など 
   

 

※2012 年度以前の 

負担額は含まない 


